
議案第１３号 

 

 平成３０年度瑞穂町一般会計補正予算（第６号） 

 

 平成３０年度瑞穂町一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによ

る。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３９０，８２８千円を減額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１５，１１４，７４３千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表継続費補正」による。 

 （繰越明許費） 

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定によ

り、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第３表繰越明許

費」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

 

  平成３１年３月１日提出 

 

                     瑞穂町長   杉 浦 裕 之 









変 更

変更

千円 千円

補正前

限度額
起債の
方法

利率

借入のときか
ら措置期間を
含め25年以内
に元金均等又
は元利均等償
還する。
ただし、町財
政の都合によ
り償還年限を
短縮し、又は
低利債に借換
えすることが
できる。

2.0％以内
 (ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率)

借入のときか
ら措置期間を
含め25年以内
に元金均等又
は元利均等償
還する。
ただし、町財
政の都合によ
り償還年限を
短縮し、又は
低利債に借換
えすることが
できる。

償還の方法利率 償還の方法

新庁舎
建設事
業債

610,000

証書借入

又は

証券発行

補正後
起債の
目的 限度額

起債の
方法

627,300

証書借入

又は

証券発行

2.0％以内
 (ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率)

 第４表 地方債補正

 第２表 継続費補正

款 項 事業名
補正前 補正後

年度 年割額総額 年度 年割額 総額

千円 千円 千円 千円

2,215,110 平成31年度 2,215,110

200,000

1,100,000

200,000

平成30年度 1,100,000

3,602,309

２ 総務費  １ 総 務 新庁舎建設事業

3,586,832

平成29年度

   管理費 平成30年度

平成31年度

平成29年度

(2020年度) (2020年度)

平成32年度 平成32年度
71,722

平成31年度 290,973

２ 総務費  １ 総 務 新庁舎建設に伴
う事務室等移転
業務委託

285,493
平成30年度

290,973
平成30年度 00

２ 総務費  １ 総 務 新庁舎建設に伴
う庁舎用備品整
備事業

386,636
平成30年度

   管理費 平成31年度 285,493

金額

390,199
平成30年度 00

   管理費 平成31年度 386,636 平成31年度 390,199

 ５ 農林水産業費  １ 農業費
 被災農業者向け経営体育成支援事業
 費補助金

4,315

 ２ 総務費  １ 総務管理費
 住民基本台帳ネットワーク機器一式
 購入

9,956

87,199

 ２ 総務費  １ 総務管理費
 元号改正に伴う財務会計システム改
 修委託

1,178

千円

 第３表 繰越明許費

款 項 事業名

８ 消防費  ２ 災 害 防災行政無線デ
ジタル化整備事
業

86,554
平成30年度 74,835

70,295
平成30年度 24,500

   対策費 平成31年度 11,719 平成31年度 45,795

－  5  －















































































































人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

11,762

月分

4.50

24,891

3.90

36,653

11,500

4.40

24,429

3.80

35,929

262

0.10

462

0.10

724

長 等
3 24,489 2,450

給   与   費   明   細   書

１ 特 別 職

給     与     費

地域手当
区 分 職員数 共済費 合計 備考その他

の手当

議 員 16 67,100 91,991 21,360 113,351

7,001 45,70238,701

その他 890 219,931 219,931 219,931

計 909 287,031 24,489 2,450 350,623 28,361 378,984

長 等 3 38,439 6,891 45,330

その他 890

91,529議 員 16 21,360 112,889

229,587 229,587

2,450 359,555計 909 296,687 24,489

372

28,251 387,806

長 等

議 員

262 110

△8,822

その他 △9,656 △9,656 △9,656

462462

△8,932 110

24,489

67,100

229,587

2,450

△9,656

補正後

補正前

比 較

計報酬 給料
期末手当
年間支給率

寒冷地
手 当

計
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２ 一 般 職

（１） 総 括

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 

通 勤

手 当

千円

8,926

10,136

△ 1,210

13,075

△ 1,220

期末・
勤 勉
手 当

千円

361,720

374,810

△ 13,090

千円

特 殊
勤 務
手 当

116

116

特定任
期付職
員業績
手 当

千円

1

1

退 職
手 当
負担金

千円

134,117

139,117

△ 5,000

職員手当 △ 23,628

 その他の減分 △ 25,505  職員構成の変動等に伴う減 △ 25,505

 その他の増分 1,877  その他の増 1,877

  扶養手当、管理職手当
 地域手当、通勤手当
 住居手当、期末・勤勉手当
 児童手当、退職手当負担金

  超過勤務手当

区  分 職員数
給      与      費

共 済 費 合  計

区 分
扶 養

手 当

管理職

手 当

地 域

手 当

超 過
勤 務
手 当

 人 千円 千円 千円 千円

比  較 △ 3 △ 34,020 △ 23,628 △ 57,648 △ 5,870

報  酬 給  料 職員手当 計
備 考

補 正 後 207 799,534 705,133 1,504,667 275,919 1,780,586

千円 千円

補 正 前 210 833,554 728,761 1,562,315 281,789 1,844,104

△ 63,518

の 内 訳
補正後 22,303 24,965 86,241 51,790

児 童

手 当

千円

11,855

千円職員手当 千円 千円 千円

住 居

手 当

3,099

千円

1,877

補正前 23,136 25,167 89,441 49,913

比 較 △ 833 △ 202 △ 3,200

3,849

△ 750

△ 34,020

区  分 増 減 額 増減事由別内訳 説     明 備     考

千円

給  料 △ 34,020 △ 34,020 職員構成の変動等に伴う減 その他の減分

千円 千円

－  61  －



（３） 給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与 イ 初任給（平成３１年１月１日現在）

円 円

円 円 円 円

42 歳 9 月 57 歳 0 月 円 円

円 円

円 円

42 歳 3 月 56 歳 0 月

ウ 級別職員数

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

（級別の標準的な職務内容） （平成31年1月1日現在）

  部長の職務

  課長の職務

  係長の職務

  主任の職務

  主事の職務

  技能主任の職務

  技能主事の職務

平成31年1月1日

区         分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職
区   分

町 国

平均給料月額 328,922 339,300 一般行政職

382,530

現    在 平均年齢

一般行政職

平均給与月額 386,847 高 校 卒 144,600 148,600

大 学 卒 182,700 総合職 185,200

平均給与月額 382,753 394,300

平成30年1月1日
平均給料月額 325,758 342,500

現    在 平均年齢

一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

級 職員数 構成比 級
区       分

職員数 構成比

1 100.0

４ 級

現    在 ３ 級 50 24.5 ３ 級

２ 級

平成31年1月1日 ４ 級 22 10.8

１ 級 50

76 37.3 ２ 級

6 2.9 ５ 級

１ 級

3.0 ５ 級

23.0 ３ 級

24.5

平成30年1月1日

204 100.0

４ 級 21 10.5 ４ 級

現    在 ３ 級 46

５ 級 6

計 計 1 100.0

200 100.0 計

１ 級 23.0 １ 級

２ 級 81 40.5 ２ 級

労
務
職

技
 
能

２ 級

１ 級

３ 級

２ 級

１ 級

５ 級

一

般

行

政

職

５ 級

４ 級

区  分 職   務   内   容

1 100.0

1 100.0

46

計

－  62  －



エ 期末手当・勤勉手当

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成３１年１月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

カ 地域手当（平成３１年１月１日現在） キ 特殊勤務手当

全 域

％ ％ ％

人 ％ ％

地域区分により

～ 0 ％

ク その他の手当（平成３１年１月１日現在）

 配偶者 6,000円（4級職員 3,000円）  配偶者 6,500円

 子 9,000円  子 10,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末  満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

 までの子 1人につき 4,000円を加算  1人につき 5,000円を加算

 父母等 6,000円（4級職員 3,000円）   父母等 6,500円

 

 当該年度末35歳未満の世帯主等で借家人 

 15,000円  借家家賃区分に応じて 27,000円まで

 交通機関使用者 運賃相当額  交通機関使用者 55,000円まで

 交通用具使用者 7,400円まで  交通用具使用者 31,600円まで

備  考区  分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率
職制上の段階職務の

６月 １２月 ３月 級等による加算措置

有2.25 月分 0.25 月分 4.60 月分補 正 後 2.10 月分

有2.15 月分 0.25 月分 4.50 月分補 正 前 2.10 月分

4.45 月分 有2.125 月分 2.325 月分国の制度

加 算 措 置 等
区  分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

そ の 他 の
備  考

支給率等
43.00 定年前早期退職特例措置23.00 30.50 43.00

区      分 全 職 種

国の制度

（２％～２０％加算）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 対 象 地 域 一般行政職

(支給率等)

支 給 率 10.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（ 支 給 率 ） 20.0 手 当 の 名 称

0.01給料総額に対する比率 0.01

11.1 11.2

国 の 制 度 代 表 的 な 特 殊 勤 務
 滞納整理及び処分手当、災害出動手当

支給対象職員数 206

（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置

通 勤 手 当 月 額

住 居 手 当 月 額

区   分 町 国

扶 養 手 当 月 額
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変 更

107,700 1,192,300 1,300,000 2,302,309 100.0計 3,602,309 599,938 2,090,300 836,000 76,071

 年度)

87,199 2.4

(2020

45,000 42,000 19932年度 87,199

2,215,110 61.5

平成

291,564 1,418,000 505,000 54631年度 2,215,110

1,100,000 30.5

平成

627,300 209,000 161 1,100,00030年度 1,100,000 263,539

5.6

平成

80,000 75,165 107,700 92,300 200,0002 総務費 1 総務管
理費

新庁舎建設
事業

29年度 200,000 44,835

平成

％千円 千円 千円 千円 千円 千円

その他

千円 千円 千円 千円

翌年度

以降支

出予定

額

継続費

の総額

に対す

る進捗

率

年度 年割額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般
財 源国 都

支出金
地方債

継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

全   体   計   画 前前年

度末ま

での支

出額

前年度

末まで

の支出

（見込）

額

当該年

度支出

予定額

当該年

度末ま

での支

出予定

額

平成

2 総務費 1 総務管
理費

新庁舎建設
に伴う事務
室等移転業
務委託

30年度

平成

290,97331年度 290,973 290,973 100.0

計 290,973 290,973 100.0290,973

平成

2 総務費 1 総務管
理費

新庁舎建設
に伴う庁舎
用備品整備
事業

30年度

平成

31年度 390,199 389,700 499 390,199 100.0

計 390,199 390,199 100.0389,700 499

平成

8 消防費 2 災害対
策費

防災行政無
線デジタル
化整備事業

30年度 24,500 10,759 13,741 24,500 24,500 34.9

平成

31年度 45,795 43,526 2,269 45,795 65.1

計 70,295 54,285 45,795 100.016,010 24,500 24,500
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千円 千円 千円 千円 千円

 1 普通債 921,696 748,933 627,300 110,414 1,265,819

 （1）総    務 289,685 262,477 627,300 27,557 862,220

 （2）民    生 99,025 70,560 5,350 65,210

 （3）衛     生 40,378

 （4）土    木 392,608 321,322 72,027 249,295

 （5）教    育 100,000 94,574 5,480 89,094

 2 その他 2,138,790 1,908,973 221,641 1,687,332

 （1）臨時税収補てん債 9,542

 （2）減税補てん債 228,616 183,951 45,110 138,841

 （3）臨時財政対策債 1,900,632 1,725,022 176,531 1,548,491

合   計 3,060,486 2,657,906 627,300 332,055 2,953,151

                   地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

                   当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区    分
前前年度末
現 在 高

前年度末現
在高見込額

当該年度中増減見込み

当該年度末
現在高見込額当該年度中

起債見込額
当該年度中元
金償還見込額
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